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原子力規制委員会原子力規制庁

長官官房技術基盤グループ

地震・津波研究部門

１．競争入札に付する事項                                                              

(1)

(2)契約期間

(3)納入場所

仕様書による。

(4)入札方法

２．競争参加資格

(1)

(2)予決令第７１条の規定に該当しない者であること。　

(3)

(4)

(5)

３．入札者に求められる義務等

(令和３年６月２８日付け

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者である
こと。

件　 名

原子力規制委員会から指名停止措置が講じられている期間中の者ではないこと。

入札説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。

入　札　説　明　書  

契約締結日から令和４年２月１０日まで

令和3年度 特性化波源モデルによるシナリオ波源を用いた土砂移動解析

公告）に基づく入札については、関係法令及び原子力規制委員会原子力規制庁入札心得に定め
るもののほか下記に定めるところによる。

記

　この一般競争に参加を希望する者は、原子力規制委員会原子力規制庁の交付する仕様書
に基づき適合証明書を作成し、適合証明書の受領期限内に提出しなければならない。ま
た、支出負担行為担当官等から当該書類に関して説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。
　なお、提出された適合証明書は原子力規制委員会原子力規制庁において審査するものと
し、審査の結果、採用できると判断した証明書を提出した者のみ入札に参加できるものと
する。

令和０１・０２・０３年度（平成３１・３２・３３年度）環境省競争参加資格（全省庁
統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている者
であること。

　入札金額は、総価で行う。
　なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金
額を切捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の
１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

　原子力規制委員会原子力規制庁の役務の調達に係る入札公告
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４．入札説明会の日時及び場所

１５時００分～

 　原子力規制委員会原子力規制庁六本木ファーストビル１８階入札会議室

※１　参加人数は、原則１社１名とする。

※２  本会場にて、入札説明書の交付は行わない。

※３  本案件は入札説明会への参加を必須としない。

５．適合証明書の受領期限及び提出場所

(1) 受領期限

１２時００分

(2) 提出場所

  〒106-8450  東京都港区六本木１－９－９　六本木ファーストビル１６階

  原子力規制委員会原子力規制庁　長官官房技術基盤グループ

  技術基盤課契約係

(3) 提出方法

  イ．書面で参加する場合

(4) その他

６．競争執行の日時、場所等

(1) 入札及び開札の日時及び場所

日 時 １５時００分

場 所：

(2)入札書の提出方法

(3)入札の無効

(月)

：原子力規制委員会原子力規制庁六本木ファーストビル１８階入札会議室

：令和３年８月６日 (金)

　また、原子力規制委員会原子力規制庁入札心得に定める様式１による入札書を６．
(1)の日時及び場所に持参すること。入札書を電話、ＦＡＸ、郵送等により提出するこ
とは認めない。なお、入札書の日付けは、入札日を記入すること。

 ウ．入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。

　入札公告に示した競争参加資格のない者による入札及び入札に関する条件に違反した
入札は無効とする。

　電子調達システムで参加する場合は、５．(1)の期限までに同システム上で適合証明
書を提出すること（同システムのデータ上限は10MBまで）。

　書面で参加する場合は５．(1)の期限までに持参または郵送とする。郵送の場合は受
け付けるが確実に届くよう、配達証明等で送付すること。なお、メールによる適合証明
書の提出は受け付けない。

審査の結果は令和３年８月５日（木）までに電子調達システムで通知する。書面により
入札に参加する者へは、書面で通知する。（審査結果通知書）

 ア．電子調達システムによる入札の場合

　６．(1)の日時までに同システムにより入札を行うものとする。

 イ．書面による入札の場合

　原子力規制委員会原子力規制庁入札心得に定める様式２による書面を５．(1)の日時
までに５．(2)の場所へ持参又は郵送すること。

令和３年７月５日

令和３年７月２１日 (水)

  ア．電子調達システムで参加する場合
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７．落札者の決定方法

８．その他の事項は、原子力規制委員会原子力規制庁入札心得の定めるところにより実施する。

９．入札保証金及び契約保証金  全額免除

10．契約書の作成の要否  要

11．契約条項    契約書（案）による。

12．支払の条件  契約書（案）による。

13．契約手続において使用する言語及び通貨

 日本語及び日本国通貨に限る。

14．契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及び所在地

 支出負担行為担当官　原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　伊藤　隆行

 〒106-8450　東京都港区六本木一丁目９番９号

15．その他

(1)

(2)   本件に関する照会先

質問は、電話、FAXにて受け付ける。

担当：原子力規制委員会原子力規制庁

 　　 =長官官房技術基盤グループ地震・津波研究部門　　山下　啓

ＴＥＬ： ０３－５１１４－２２２６

ＦＡＸ： ０３－５１１４－２２３６

　支出負担行為担当官が採用できると判断した適合証明書を提出した入札者であって予決
令第７９条の規定に基づき作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な
入札を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札額によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し
く不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした
他の者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。

  競争参加者は、提出した証明書等について説明を求められた場合は、自己の責任にお
いて、速やかに書面をもって説明しなければならない。

(3)電子調達システムの操作及び障害発生時の問い合わせ先
　　政府電子調達システム（GEPS）
　　ホームページアドレス　https://www.geps.go.jp/
　　ヘルプデスク　０５７０－０００－６８３（ナビダイヤル）
　　受付時間　平日９時００分～１７時３０分

- 4 -



１．趣旨

２．入札説明書等

（２）入札者は、前項の書類について疑義があるときは、関係職員に説明を求めることができる。

３．入札保証金及び契約保証金

４．入札書の書式等

５．入札金額の記載

６．入札書の提出

  　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当する
　額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金
　額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者であるか免税
　事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書
　に記載すること。

（１）入札者は、入札説明書及びこれに添付される仕様書、契約書案、その他の関係資料を熟
　　　読のうえ入札しなければならない。

  　入札者は、様式１による入札書を提出しなければならない。ただし、電子調達システムに
  より入札書を提出する場合は、同システムに定めるところによるものとする。
　　なお、入札説明書において「電子調達システムにより入札書を提出すること」と指定され
　ている入札において、様式１による入札書の提出を希望する場合は、様式２による書面を作
　成し、入札説明書で指定された日時までに提出しなければならない。

（３）電子調達システムにより入札する場合は、同システムに定める手続に従い、入札日時ま
　 でに入札書を提出すること。通信状況により提出期限内に電子調達システムに入札書が到
　 着しない場合があるので、時間的余裕をもって行うこと。

（２）書面による入札書は、封筒に入れ封印し、かつその封皮に氏名（法人の場合はその名称
又は商号）、宛名（支出負担行為担当官原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官殿
と記載）及び「　令和３年８月６日開札［令和3年度 特性化波源モデルによるシナリオ波
源を用いた土砂移動解析］の入札書在中」と朱書きして、入札日時までに提出すること。

（１）入札書を提出する場合は、入札説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約
　 の上提出すること。なお、書面により入札する場合は、誓約事項に誓約する旨を入札書に
　 明記することとし、電子調達システムにより入札した場合は、当面の間、誓約事項に誓約
　 したものとして取り扱うこととする。

（別　紙）

（３）入札者は、入札後、（１）の書類についての不明を理由として異議を申し立てることが
　　　できない。

  　環境省競争参加資格（全省庁統一資格）を保有する者の入札保証金及び契約保証金は、全
　額免除する。

原子力規制委員会原子力規制庁入札心得

  　原子力規制委員会原子力規制庁の所掌する契約（工事に係るものを除く。）に係る一般
　競争又は指名競争（以下「競争」という。）を行う場合において、入札者が知り、かつ遵守
　しなければならない事項は、法令に定めるもののほか、この心得に定めるものとする。
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７．代理人等（代理人又は復代理人）による入札及び開札の立会い

８．代理人等の制限

９．条件付の入札

10．入札の無効

    次の各項目の一に該当する入札は、無効とする。

    ①　競争に参加する資格を有しない者による入札

    ②　指名競争入札において、指名通知を受けていない者による入札

    ⑤　金額を訂正した入札

    ⑥　誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札

    ⑦　明らかに連合によると認められる入札

    ⑧　同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又は２者以上の代理をした者の入札

    ⑩　入札書の提出期限までに到着しない入札

    ⑪　暴力団排除に関する誓約事項（別記）について、虚偽が認められた入札

    ⑫　その他入札に関する条件に違反した入札

11．入札の延期等

12．開札の方法

    代理人等により入札を行い又は開札に立ち会う場合は、代理人等は、様式３による委任状
　を持参しなければならない。また、代理人等が電子調達システムにより入札する場合には、
  同システムに定める委任の手続を終了しておかなければならない。

（１）入札者又はその代理人等は、当該入札に係る他の入札者の代理人等を兼ねることが
　　できない。

（２）入札者は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」とい
    う。）第７１条第１項各号の一に該当すると認められる者を競争に参加することが
    できない期間は入札代理人とすることができない。

    ③　委任状を持参しない代理人等による入札又は電子調達システムに定める委任の手続き
　　　を終了していない代理人等による入札

（２）電子調達システムにより入札書を提出した場合には、入札者又は代理人等は、開札時刻
　　に端末の前で待機しなければならない。

（３）入札者又は代理人等は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに応じ
　　競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は委任状を提示しなければならない。

    ④　書面による入札において記名を欠く入札

    ⑨　入札者に求められる義務を満たすことを証明する必要のある入札にあっては、証明書
　　　が契約担当官等の審査の結果採用されなかった入札

（１）開札は、入札者又は代理人等を立ち会わせて行うものとする。ただし、入札者又は代理
　　人等の立会いがない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立ち会わせて行うことがで
　　きる。

　　予決令第７２条第１項に規定する一般競争に係る資格審査の申請を行った者は、競争に参
　加する者に必要な資格を有すると認められること又は指名競争の場合にあっては指名される
　ことを条件に入札書を提出することができる。この場合において、当該資格審査申請書の審
　査が開札日までに終了しないとき又は資格を有すると認められなかったとき若しくは指名さ
　れなかったときは、当該入札書は落札の対象としない。

  　入札参加者が相連合し又は不穏の行動をする等の場合であって、入札を公正に執行するこ
　とができない状態にあると認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入
　札の執行を延期し若しくはとりやめることがある。
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13．調査基準価格、低入札価格調査制度

②前号以外の請負契約 その者の申込みに係る価格が１０分の６を予定価格に乗じて得た額

14．落札者の決定

15．落札者となるべき者が２者以上ある場合の落札者の決定方法

16．落札決定の取消し

（６）開札をした場合において、予定価格の制限内の価格の入札がないときは、直ちに再度の
　　入札を行うものとする。電子調達システムにおいては、再入札を行う時刻までに再度の入
　　札を行うものとする。なお、開札の際に、入札者又は代理人等が立ち会わず又は電子調達
　　システムの端末の前で待機しなかった場合は、再度入札を辞退したものとみなす。ただ
　　し、別途指示があった場合は、当該指示に従うこと。

（１）有効な入札を行った者のうち、予定価格の制限内で最低の価格をもって入札した者を落
　　札者とする。

（５）入札者又は代理人等は、契約担当官等が特にやむを得ない事情があると認めた場合のほ
　　か、開札場を退場することができない。

（３）前項の規定による調査の結果その者により当該契約の内容に適合した履行がされないお
　　それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱
　　すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の
　　範囲内の価格をもって入札をした者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とする
　　ことがある。

（２）低入札となった場合は、一旦落札決定を留保し、低入札価格調査を実施の上、落札者を
　　決定する。

（２）調査基準価格に満たない価格をもって入札（以下「低入札」という。）した者は、事後
　 の資料提出及び契約担当官等が指定した日時及び場所で実施するヒアリング等（以下
　「低入札価格調査」という。）に協力しなければならない。

（３）低入札価格調査は、入札理由、入札価格の積算内訳、手持工事の状況、履行体制、国及
 　び地方公共団体等における契約の履行状況等について実施する。

（１）工事その他の請負契約（予定価格が１千万円を超えるものに限る。）について予決令第
　　８５条に規定する相手方となるべき者の申込みに係る価格によっては、その者により当該
　　契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合の基準は
　　次の各号に定める契約の種類ごとに当該各号に定める額（以下「調査基準価格」とい
　　う。）に満たない場合とする。

①工事の請負契約 その者の申込みに係る価格が契約ごとに１０分の７．５から１０分の
　９．２までの範囲で契約担当官等の定める割合を予定価格に乗じて得た額

（４）入札者又は代理人等は、開札時刻後においては開札場に入場することはできない。

  　当該入札の落札者の決定方法によって落札者となるべき者が２者以上あるときは、直ちに
　当該者にくじを引かせ、落札者を決定するものとする。
  　なお、入札者又は代理人等が直接くじを引くことができないときは、入札執行事務に関係
　のない職員がこれに代わってくじを引き、落札者を決定するものとする。

  　落札決定後であっても、入札に関して連合その他の事由により正当な入札でないことが判
　明したときは、落札決定を取消すことができる。
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17．契約書の提出等

（２）落札者が前項に規定する期間内に契約書を提出しないときは、落札は、その効力を失う。

18．契約手続において使用する言語及び通貨

    契約手続において使用する言語は日本語とし、通貨は日本国通貨に限る。

（１）落札者は、契約担当官等から交付された契約書に記名押印（外国人又は外国法人が落札
　　者である場合には、本人又は代表者が署名することをもって代えることができる。）し、
　　契約書を受理した日から１０日以内（期終了の日が行政機関の休日に関する法律（昭和６
    ３年法律第９１号）第１条に規定する日に当たるときはこれを算入しない。）に契約担当
    官等に提出しなければならない。ただし、契約担当官等が必要と認めた場合は、この期間
　　を延長することができる。
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（別　記）

                          暴力団排除に関する誓約事項

                                      記

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。

（１）契約の相手方として不適当な者

　　エ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者

　　ア　暴力的な要求行為を行う者

　　イ　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

　　ウ　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

　　エ　偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者

　　オ　その他前各号に準ずる行為を行う者

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としません。

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協力者
　が当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者であることが
　判明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札書（見
積書）の提出をもって誓約いたします。

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっ
ても、異議は一切申し立てません。

  また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含
む。）を提出します。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生
年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確認でき
る範囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。

　　ア　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人で
　　　ある場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の
　　　代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者
　　　をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年
　　　法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法
　　　第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

　　イ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加
　　　える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

　　ウ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど
　　　直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介入を
　受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、発注元の
　契約担当官等へ報告を行います。
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令和　　　年　　　月　　　日

支出負担行為担当官

　原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

（復）代理人役職・氏名

　下記のとおり入札します。

　１　入札件名　：

　２　入札金額　：金額　　　　　　　　　　　　円也　

　３　契約条件　：契約書及び仕様書その他一切貴庁の指示のとおりとする。

担当者等連絡先

　部署名 ：

　責任者名 ：

　担当者名 ：

　ＴＥＬ ：

　ＦＡＸ ：

　E-mail ：

記

令和3年度 特性化波源モデルによるシナリオ波源を用いた土砂移動解析

商 号 又 は 名 称

　４　誓約事項　：本入札書は原本であり、虚偽のないことを誓約するとともに、暴力団排除
　　　　　　　　　に関する誓約事項に誓約する。

（様式１）

所 在 地

代表者役職・氏名

入　　札　　書
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令和　　　年　　　月　　　日

支出負担行為担当官

　原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　殿

　１　入札件名　：

　２　電子調達システムでの参加ができない理由

担当者等連絡先

　部署名 ：

　責任者名 ：

　担当者名 ：

　ＴＥＬ ：

　ＦＡＸ ：

　E-mail ：

令和3年度 特性化波源モデルによるシナリオ波源を用いた土砂移動解析

(記入例）電子調達システムで参加する手続が完了していないため

代表者役職・氏名

商 号 又 は 名 称

所 在 地

（様式２）

　下記入札案件について、電子調達システムを利用して入札に参加できないので、紙入札方式
での参加をいたします。

記

電子入札案件の紙入札方式での参加について
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令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支出負担行為担当官

　原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　殿

（委任者）

（受任者）

　当社　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め下記権限を委任します。

（委任事項）

1

2 １の事項に係る復代理人を選任すること。

担当者等連絡先

　部署名 ：

　責任者名 ：

　担当者名 ：

　ＴＥＬ ：

　ＦＡＸ ：

　E-mail ：

代 理 人 氏 名

代 理 人 所 在 地

所 属 （ 役 職 名 ）

代表者役職・氏名

商 号 又 は 名 称

所 在 地

委　　任　　状

記

令和3年度 特性化波源モデルによるシナリオ波源を用いた土砂移動解析の入札に関
する一切の件

（様式３－①）
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令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支出負担行為担当官

　原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　殿

（委任者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　印

（受任者）

　当社　　　　　　　　　　　　　　を復代理人と定め下記権限を委任します。

（委任事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者等連絡先

　部署名 ：

　責任者名 ：

　担当者名 ：

　ＴＥＬ ：

　ＦＡＸ ：

　E-mail ：

代 理 人 氏 名

復 代 理 人 所 在 地

所 属 （ 役 職 名 ）

代 理 人 所 在 地

所 属 （ 役 職 名 ）

商 号 又 は 名 称

復 代 理 人 氏 名

　令和3年度 特性化波源モデルによるシナリオ波源を用いた土砂移動解析の入札に関す
る一切の件

委　　任　　状

記

（様式３－②）
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（参　考）

予算決算及び会計令（抜粋）

　（一般競争に参加させることができない者） 

　（一般競争に参加させないことができる者） 

　四 　監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 

　五 　正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

　六 　契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に
   　虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。

　七 　この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている者
　 　を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した
　 　とき。

　一 　当該契約を締結する能力を有しない者

　二 　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

　三 　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号）第三
　 　十二条第一項 各号に掲げる者

　一 　契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若
 　　しくは数量に関して不正の行為をしたとき。

　二 　公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るため
　 　に連合したとき。

　三 　落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

２ 　契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争に
　 参加させないことができる。

第七十条 　契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九条の三第
　一項の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由がある場合を除くほ
　か、次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。

第七十一条 　契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当
　すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争に参加させない
　ことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても、また
　同様とする。
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仕 様 書 
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2 
 

１． 件名 

令和３年度 特性化波源モデルによるシナリオ波源を用いた土砂移動解析 

 

２． 作業概要 

本作業では、平成 28 年度までの安全研究の委託研究で構築された「津波堆積物に基づく津波

波源推定データベース」1を拡張して 1611 年慶長三陸地震津波を事例とした具体的な津波波源を

推定するために必要な基礎データを構築することを目的とする。 

まず、特性化波源モデルの設定手法2に基づいて、千島海溝沿いから日本海溝沿いまでを対象

に計 190 通り程度のシナリオ波源モデルを設定する。そして、津波の発生・伝播・遡上及び沿岸に

おける土砂移動解析に必要な計 5 地域の地形並びに地目データを公開データに基づいて作成

する。また、規制庁が所有する津波解析コードに、平成 28 年度までの上記の委託研究で整備され

た土砂移動解析コードを組み込み、実装コードの動作検証を行うとともに、上記で作成したシナリ

オ波源、地形及び地目データを使用した津波・土砂移動に関する計 1900 ケース程度のマルチシ

ナリオ解析を実施する。そして、得られた数値解析結果を系統的に整理して図示する。更に、土砂

移動解析ツールの高度化のために、上記の津波・土砂移動解析コードに物理モデル及びアルゴリ

ズムに関する複数の拡張コードを実装して、動作確認を行う。 

 

３． 実施概要  

３．１ 千島海溝沿いから日本海溝沿いでのシナリオ津波波源のデータ作成 

図 1 に示す、千島海溝沿い～日本海溝沿いを対象に、地殻変動の水平移動成分が地殻の鉛

直変位に寄与する効果を踏まえた特性化波源モデルの設定手法を用いて、合計 190 通り程度の

シナリオ波源*データを作成する。本作業では、杉野ら（2014）2 に倣い、特性化波源モデルにおけ

る津波波源の特性表示を巨視的波源特性・微視的波源特性・破壊伝播特性の 3 段階で表す。こ

れらの特性化波源モデルの設定手順は以下のとおりである。詳細に関しては杉野ら（2014）2 を参

考にすること。ただし、微視的波源特性に関連する大すべり域と超大すべり域の配置・形状・個数、

すべり分布の不均一性である面積比、平均すべり量に関する具体的数値等については、規制庁

担当者と協議の上決定するものとする。 
*シナリオ波源：セグメントの組合せ及び複数パターンの不均一すべり分布を考慮することにより定義される多

数の波源を総称してシナリオ波源と呼ぶ。 
 

・ 巨視的波源特性：既往最大の地震規模によらず津波発生の可能性を十分に考慮したプレ

ート境界面の波源領域を設定する。本作業では、杉野ら(2015)3の成果物であるプレート境

                                                   
1 高橋智幸, 川崎浩司, 平田賢治: 津波堆積物に基づく津波波源推定データベースの構築, 土木学会論文集

B2(海岸工学), Vol.74, No.2, pp.I_541-I_546, 2018. 
2 杉野英治, 岩渕洋子, 橋本紀彦, 松末和之, 蛯澤勝三, 亀田弘行, 今村文彦: プレート間地震による津波

の特性化波源モデルの提案, 日本地震工学会論文集, 第 14 巻, 5 号, pp.5_1-5_18, 2014.  
3 杉野英治, 岩渕洋子, 阿部雄太, 今村文彦: 確率論的津波ハザード評価における津波想定の影響, 日本地

震工学会論文集, 第 15 巻, 第 4 号, 2015. 
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3 
 

界面に沿った約 5km 四方の小断層群で構成される 3 次元プレートモデル及び領域区分

（以下「セグメント」という。）のデータを規制庁担当者から受注者に貸与する。それらのセグ

メントのうち、No.5～No.20 で構成される波源領域を本作業の対象とする。表１に、シナリオ

波源の巨視的波源特性を構成する、セグメントの組合せ、波源面積 S (km2)、地震モーメン

ト M0 (Nm)、平均すべり量 D (m) 及びモーメントマグニチュード Mw を示す。 

・ 微視的波源特性：本特性に関してはモーメントマグニチュード Mw に応じた 3 つのクラスに

分類する。すなわち、Mw8.2 以下の中小規模の波源では均一なすべり分布、Mw8.3-8.8 の

大規模地震の波源では大すべり域と背景領域の 2 段階不均一すべり分布、Mw8.9 以上の

超大規模地震の波源ではさらに超大すべり域を加えた 3 段階不均一すべり分布をそれぞ

れ設定する。すべり分布の不均一性のパターン数は表 1 に示すように、各セグメント組合せ

で 1 または 6 通りとする。 

・ 破壊伝播特性：本作業では、破壊開始点及び平均破壊伝播速度並びに各セグメント間の

破壊順序及び相互の時間差の全てを考慮しない静的破壊のみを扱う。 

 

以上の 3 つの波源特性を踏まえて、合計 190 通り程度のシナリオ波源データセットを作成する。 

 

 波源データの作成手法 
・ 特性化波源モデルによるシナリオ波源の設定手順（杉野ら, 2014）2 

 

 貸与するプログラムコード・情報 
・ Manshinha and Smylie (1971)4 に基づく弾性変形理論に、Tanioka and Satake (1996)5 に

よる地殻水平移動成分を考慮した地殻変動計算コード（言語：FORTRAN）  

・ プレート境界の 3 次元プレートモデル情報 3 

 

 要件 
① 特性化波源モデルに基づいて設定した計 190 通り程度のシナリオ波源データセットを規制

庁が提供するプログラムコードに基づいて作成・整理し、作成データに基づいて、すべり分

布、水位分布及び地殻変動の鉛直成分と水平成分による水面応答への寄与分を図示す

ること。作成した図面のうち、成果報告書及び成果物（電子データ）のそれぞれに含める図

面は表 2 及び表 3 のとおりとする。 

② 作成した波源データを SANNAMI(+TUNAMI) への入力データとして利用できること。 

③ すべり分布の作図においては、背景すべり域・大すべり域・超大すべり域を判読しやすい

ようにすること。 

                                                   
4 Manshinha, L., and Smylie, D.E.: The displacement field of inclined faults, Bull. Seism. Soc. Am., 61, pp.1443-
1440, 1971. 
5 Tanioka, Y., and Satake, K.: Tsunami generation by horizontal displacement of ocean bottom, Geophysical 
Research Letters, Vol.23, No.8, pp.861-864, 1996. 
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4 
 

④ 水位分布の作図においては、水面の隆起・沈降を判読しやすい赤・青の色のグラデーショ

ンで作成するとともに、微細な変化を判読できるように等高線を適宜追加することを基本と

する。ただし、受注者の裁量において作図した結果量的変位が判読しやすいと規制庁担

当者が判断した場合にはその限りではない。  

⑤ 規制庁担当者が指定するデータフォーマットで作成されたデータセットを提出すること。 

 

 

 

 

 
図 1 千島海溝から日本海溝沿いにわたる津波波源のセグメント区分及び番号（杉野ら, 20153） 
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表 1 シナリオ波源の巨視的波源特性・微視的波源特性・破壊伝播特性の設定 

 
 

表 2 成果報告書に含める図面のリスト 

作図内容 解析ケース 作図枚数 

すべり分布 約 190 ケース 約 190 枚 

 

表 3 成果物（電子データ）に含める図面のリスト 

作図内容 解析ケース 作図枚数 

すべり分布 約 190 ケース 約 190 枚 

津波初期水位分布 約 190 ケース 約 190 枚 

地殻の鉛直成分及び水平成

分による水面応答への寄与 

約 190 ケース 約 380 枚 

（約 190 ケース×2 種類） 

破壊伝播
特性

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
1 1 25230 5.09958E+21 4.04 8.4 1.3 8.1 1 1
2 1 7897 8.93001E+20 3.23 7.9 3.2 1 1
3 1 24343 4.83304E+21 3.97 8.4 1.3 7.9 1 1
4 1 9169 1.11723E+21 3.48 8.0 1.2 7.0 1 1
5 1 28242 6.03951E+21 4.28 8.5 1.4 8.6 1 1
6 1 7902 8.93849E+20 3.23 7.9 1.1 6.5 1 1
7 1 1 33127 7.67241E+21 4.99 8.5 1.7 10.0 1 1
8 1 1 33512 7.80655E+21 5.08 8.5 1.7 10.2 1 1
9 1 1 36144 8.74406E+21 5.18 8.6 1.7 10.4 1 1
10 1 1 17066 2.83698E+21 4.75 8.2 4.7 1 1
11 1 1 17071 2.83823E+21 4.75 8.2 4.8 1 1
12 1 1 1 1 66639 2.18903E+22 7.12 8.8 2.4 14.2 21.3 6 1
13 1 1 1 1 69656 2.33936E+22 7.25 8.8 2.4 14.5 21.7 6 1
14 6 浅部＋深部 1 1 1 1 1 1 102783 4.19315E+22 8.80 9.0 2.9 17.6 26.4 6 1
15 1 36268 8.7891E+21 4.85 8.6 1.6 9.7 1 1
16 1 10927 1.45348E+21 3.80 8.0 3.8 1 1
17 1 14647 2.2557E+21 3.08 8.2 3.1 1 1
18 1 9076 1.10027E+21 3.46 8.0 3.5 1 1
19 1 21114 3.90404E+21 3.70 8.3 1.2 7.4 1 1
20 1 12510 1.78051E+21 4.07 8.1 4.1 1 1
21 1 13414 1.97695E+21 2.95 8.1 2.9 1 1
22 1 7676 8.55778E+20 3.19 7.9 3.2 1 1
23 1 15524 2.4613E+21 3.17 8.2 3.2 1 1
24 1 9075 1.10009E+21 3.46 8.0 3.5 1 1
25 1 1 47195 1.30468E+22 5.94 8.7 2.0 11.9 1 1
26 1 1 23723 4.64957E+21 4.43 8.4 1.5 8.9 1 1
27 1 1 33624 7.84572E+21 5.25 8.5 1.8 10.5 1 1
28 1 1 21090 3.89739E+21 4.15 8.3 1.4 8.3 1 1
29 1 1 24599 4.90947E+21 4.49 8.4 1.5 9.0 1 1
30 1 1 20003 3.59999E+21 5.14 8.3 1.7 10.3 1 1
31 1 1 21586 4.03568E+21 5.34 8.3 1.8 10.7 1 1
32 1 1 20186 3.64951E+21 5.17 8.3 1.7 10.3 1 1
33 1 1 16751 2.7588E+21 4.71 8.2 8.2 1 1
34 1 1 1 1 70918 2.40322E+22 7.40 8.9 2.5 14.8 22.2 6 1
35 1 1 1 1 57347 1.74753E+22 6.87 8.8 2.3 13.7 20.6 6 1
36 1 1 1 1 54714 1.62857E+22 6.69 8.7 2.2 13.4 1 1
37 1 1 1 1 45689 1.24273E+22 6.11 8.7 2.0 12.2 1 1
38 1 1 1 1 1 1 104542 4.30125E+22 9.08 9.0 3.0 18.2 27.2 6 1
39 1 1 1 1 1 1 78437 2.79538E+22 8.03 8.9 2.7 16.1 24.1 6 1
40 1 1 1 1 1 1 79313 2.84234E+22 8.06 8.9 2.7 16.1 24.2 6 1
41 1 1 1 1 1 1 1 1 125632 5.66643E+22 9.98 9.1 3.3 20.0 29.9 6 1
42 1 1 1 1 1 1 1 1 103036 4.20865E+22 9.20 9.0 3.1 18.4 27.6 6 1
43 10 浅部＋深部 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 150231 7.40966E+22 10.94 9.2 3.6 21.9 32.8 6 1
44 2 浅部 1 1 18829 3.28776E+21 4.99 8.3 1.7 10.0 1 1
45 4 浅部＋深部 1 1 1 1 83339 3.06148E+22 7.88 8.9 2.6 15.8 23.6 6 1
46 1 1 1 1 1 1 116851 5.08285E+22 9.37 9.1 3.1 18.7 28.1 6 1
47 1 1 1 1 1 1 107062 4.45771E+22 9.03 9.0 3.0 18.1 27.1 6 1
48 1 1 1 1 1 1 1 1 149978 7.39095E+22 10.62 9.2 3.5 21.2 31.9 6 1
49 1 1 1 1 1 1 1 1 140574 6.70682E+22 10.36 9.2 3.5 20.7 31.1 6 1
50 1 1 1 1 1 1 1 1 140686 6.71483E+22 10.45 9.2 3.5 20.9 31.3 6 1
51 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 173701 9.21218E+22 11.50 9.2 3.8 23.0 34.5 6 1
52 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 174198 9.25174E+22 11.61 9.2 3.9 23.2 34.8 6 1
53 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 161776 8.27999E+22 11.24 9.2 3.7 22.5 33.7 6 1
54 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 207325 1.20126E+23 12.64 9.3 4.2 25.3 37.9 6 1
55 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 195288 1.09818E+23 12.33 9.3 4.1 24.7 37.0 6 1
56 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 186375 1.02386E+23 12.10 9.3 4.0 24.2 36.3 6 1
57 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 228415 1.38914E+23 13.30 9.4 4.4 26.6 39.9 6 1
58 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 219887 1.31207E+23 13.12 9.3 4.4 26.2 39.4 6 1
59 16 浅部＋深部 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 253014 1.61948E+23 14.04 9.4 4.7 28.1 42.1 6 1

浅部＋深部

微視的波源特性

背景すべ
り(m)

大すべり
(m)

不均一す
べり分布

超大すべ
り(m)

巨視的波源特性

セグメントの組合せ

8 浅部＋深部

浅部＋深部

浅部

浅部＋深部

1

2

同時破壊

波源域
波源モデ
ル

セグメン
ト数

浅部と深
部の組合

浅部＋深部

浅部＋深部

浅部＋深部

浅部＋深部

6

8

10

12

6 浅部＋深部

14

S(km2) Mo(Nm) D(m) Mw 静的破壊

浅部＋深部

単一型

浅部＋深部

千島海溝
沿い

単一型

日本海溝
沿い

4

1

2

4

浅部
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３．２ 地形・地目データ*の作成及び関連情報の収集・整理 

後述する、津波及び土砂移動の平面二次元計算を実施するために、ネスティング計算**用の地

形及び地目データセットを公開データに基づいて作成する。座標系は平面直角座標系、解像度

は 810m～10m の 3：1 接続とする。対象領域は千島海溝沿い～日本海溝沿いの波源域を含む東

日本及び北海道の沿岸地域である。最小解像度の領域は、1611 年慶長三陸地震津波によるもの

と考えられる津波堆積物が見つかっている、東日本～北海道沿岸の合計 5 地域として、公開され

ている水深データ・高精度標高データ・古地図等に基づいて可能な範囲で過去に遡って復元した

データを作成するものとする。特に 1611 年当時には存在しえない人工物は地形データから除去す

る必要がある。地形復元の手順及び新旧地形標高モデル（DEM: Digital Elevation Model）の違い

を整理して図示する。ここで、新 DEM とは、公開データに基づいて作成する現代の地形標高を表

す DEM である。他方、旧 DEM とは、古地図等を参考にして新 DEM を元に過去に遡って復元し

た地形標高を表す DEM を指す。 

また、当該沿岸域の底質情報（可侵食性地盤・非侵食性地盤、粒度、砂・泥・シルトの区分、中

央粒径等）を収集・整理して、古地図等の公開データも参考にしながら地目データを作成・図示す

る。古地図情報や底質情報を使用したデータ作成については、規制庁担当者と協議して進めるも

のとする。その他、作成データの具体的な範囲は規制庁担当者との協議の上決定するものとする。 
*地目データ：海、河川、海岸林、荒れ地、田畑等を ID 番号で識別できるメッシュデータであり、津波及び土砂

移動解析における Manning の粗度係数並びに土砂供給源の設定に使用する。 
**ネスティング計算：解像度の異なる計算領域を接続して行う計算手法。 

 

 対象領域 

・ 大領域は日本海溝沿い～千島海溝沿いの波源域を含む範囲とする。 

・ 最小解像度である 10m メッシュ領域は、東日本～北海道の合計 5 地域とする。 

・ 領域範囲の詳細については規制庁担当者と協議して決定するものとする。 

※各領域におけるメッシュ数のオーダは 106～107 程度である。 

 座標系：平面直角座標系 

 解像度：810m～10m の 3：1 接続とする。  

 復元地形及び地目データの作成にあたり使用するデータ：公開 DEM (Digital Elevation 

Model)及び古地図等 

・ 例：防災科学技術研究所のオープンデータ（https://kiyuu.bosai.go.jp/GtTM/）、G 空間セ

ンター：日本海溝_津波_（４）地形データ、日本海溝_津波_東南海南海_（９）設定満潮

位・海岸における津波の高さ・津波到達時間、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデ

ル検討会、国土地理院の高精度標高データ、古今マップ on the web、水路協会の地質

図など 
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 要件 

① ネスティング計算用の地形データ（DEM: Digital Elevation Model）及び地目データを作

成し、表 4 のとおり図示すること。作図においては、ネスティングにおける親領域と子領域

の対応関係がわかるように、枠や領域番号を付けて整理すること。 

② 可能な限り 1611 年に近い状況を再現したデータ作成を行うこと。特に当時には存在しえ

ない人工物は除外して地形データを整備すること。 

③ 作図においては、緯度・経度等の位置情報、海岸線及び地形の起伏等の空間分布が判

別しやすいよう留意すること。 

④ 地形復元に使用した関連データ及び復元手順を整理して文書化すること。 

⑤ 新旧 DEM の違いを図示して整理すること。 

⑥ 地目データに関連する底質情報を収集して、整理する。 

 
表 4 成果報告書に含める図面のリスト 

作図内容 解析ケース 作図枚数 

810m ,270m, 90m, 30m, 10m 

のネスティング地形データ 

5 地域 25 枚 （解像度 5 ケース×5 地域） 

30m, 10m の地目データ 5 地域 10 枚 （解像度 2 ケース×5 地域） 

 

３．３ 土砂移動解析ツールの整備 

規制庁が所有する津波解析コード（SANNAMI(+TUNAMI)）に、規制庁担当者から貸与される

土砂移動解析コードを分散処理計算（MPI 並列計算）が実行可能な形式で実装し、実装コードの

動作確認を行う。受注業者は同解析コードの体系を理解した上で実装に取り組む必要があり、土

砂移動解析コードの実装は次の二段階に分けて実施するものとする。すなわち、一段階目では既

存型土砂移動解析コード（STM ver.1）の実装、二段階目では拡張型土砂移動解析コード（STM 

ver.2）の実装を行う。各実装段階における動作確認においては、規制庁担当者が指定する解析条

件のもと、同担当者が提示する数値データ等と比較・図示して検証を行う。以上で整備した解析コ

ードのフロー、変数及び各サブルーチンプログラムの説明並びに入・出力データ及び解析実行手

順を確認するための簡易マニュアルを作成する。 

なお、津波解析コード SANNAMI(+TUNAMI) は、平面二次元場を対象にした非線形浅水理

論に基づく津波の発生・伝播・遡上の時間発展計算をスタッガード・リープフロッグ法に基づいて解

析可能な FORTRAN プログラムである。また、既存型土砂移動解析コード STM ver.1 は、高橋ら

（1999） 6 による掃流砂・浮遊砂層間の交換砂量を考慮した平面二次元場の漂砂計算用

                                                   
6高橋智幸, 首藤伸夫, 今村文彦, 浅井大輔: 掃流砂層・浮遊砂層間の交換砂量を考慮した津波移動床モデル

の開発, 海岸工学論文集, 第 46 巻, pp.606-610, 1999. 
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FORTRAN プログラムに、Sugawara et al. (2014) 7及び今井ら(2015) 8による飽和浮遊砂濃度モデ

ルが導入されている。以下では、津波解析コードに既存型土砂移動解析コードを実装したツール

を SANNAMI(+TUNAMI-STM ver.1) と呼ぶことにする。他方、拡張型土砂移動解析コード STM 

ver.2 は、Sugawara et al. (2014)7 及び今井ら(2015)8 の飽和浮遊砂濃度モデルを非定常流場へ

拡張することを目的に提案された山下ら(2018)9 の手法、松冨（2019）10による津波氾濫水密度の

簡易評価モデル、高橋ら(1999)6 の土砂移動モデルに基づく混合流体モデル（山下, 2020）11、及

び村上ら（1989）12による泥・シルト性堆積物の巻上げ量を考慮した移流拡散モデルといった四つ

の物理モデルを導入した FORTRAN プログラムである。以下では、津波解析コードに拡張型土砂

移動解析コードを実装したツールを SANNAMI(+TUNAMI-STM ver.2)と呼ぶことにする。 

平成 28 年度までの委託研究の成果物である STM ver.1 の解析コードは作業開始時に規制庁

担当者より提供される。一方、STM ver.2 に関しては、同解析コードを構成する各拡張機能のサブ

ルーチンプログラムが、作業開始から令和 3 年 11 月上旬頃までを目途にして順次提供される。こ

れらを踏まえて受注計画を立てること。 

 

■提供プログラムコード（プログラム言語：FORTRAN） 

 津波解析コード SANNAMI(+TUNAMI) 

・ 支配方程式系：平面二次元非線形浅水方程式系 

・ 数値スキーム：スタッガード格子を用いたリープフロッグ差分法 

・ モデルの概要：津波の発生・伝播・遡上の時間発展解析を行える。規制庁が開発・整備

を進めてきた津波計算プログラムである。 

 既存型土砂移動解析コード STM ver.1 

・ 支配方程式系：掃流砂及び浮遊砂の連続式（高橋ら, 1999）6 

掃流砂量式、掃流砂・浮遊砂層間の交換砂量式（高橋ら, 1999, 2011）6,13 

沈降速度式（Rubey, 1933）14、 

                                                   
7Sugawara, D., Naruse, H. and Goto, K.: On the role of energy balance for numerical modelling of tsunami sediment 
transport, AGU 2014 Fall Meeting, 2014. 
8今井健太郎, 菅原大助, 高橋智幸, 岩間俊二, 田中仁: 2011 年東北津波における北上川河口部の大規模洗

堀・堆積に関する数値的検討, 土木学会論文集 B2(海岸工学), Vol.71, No.2, pp.I_247-I_252, 2015. 
9山下啓, 菅原大助, 有川太郎, 鴫原良典, 高橋智幸, 今村文彦: 強い非定常流れにおける飽和浮遊砂濃度を

考慮した津波土砂移動モデルの改善, 土木学会論文集 B2 (海岸工学), Vol.74, No.2, I_325-I_330, 2018. 
10松冨英夫: 津波氾濫水密度の簡易評価法, 土木学会論文集 B2(海岸工学), Vol.75, No.2, pp.I_385-I_390, 
2019. 
11山下啓: 土砂輸送を伴う混合流体の密度変化や運動量輸送を考慮した津波移動床解析, 第 10 回巨大津波災

害に関する合同研究集会, オンライン, 2020. 
12村上和男・菅沼史典・佐々木均：底泥の巻き上げ現象とそのモデル化に関する実験的検討, 海岸工学論文集, 
第 36 巻, pp.319-323, 1989. 
13高橋智幸, 黒川孝博, 藤田将孝, 島田広昭: 津波による土砂移動の粒径依存性に関する水理実験, 土木学会

論文集 B2(海岸工学), Vol.67, No.2, pp.I_231-I_235, 2011. 
14Rubey, B.B.: Settling velocity of gravels, sand and silt particles, Am. J. Sci., 25, pp.325-338, 1933. 
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飽和浮遊砂濃度式（Sugawara et al.,2014; 今井ら, 2015）7,8 

・ 数値スキーム：スタッガード格子を用いた陽的差分法（上記津波解析コードに準ずる） 

・ モデルの概要：津波による土砂移動及び地形変化の時間発展計算を行える。解析対象

は、単一粒径の砂質性堆積物である。本計算プログラムコードは平成 28 年度までの安

全研究における委託研究「津波堆積物に基づく津波波源推定手法の開発」の成果の一

部である。 

 拡張型土砂移動解析コード STM ver.2 

 物理モデル 1：拡張型飽和浮遊砂濃度モデル 

・ モデルの概要：Sugawara et al. (2014)7 及び今井ら(2015)8 の定常流場を対象にした

飽和浮遊砂濃度モデルに、非定常流場を対象にした藤井ら（1998）15による log-

wake 則に基づく摩擦速度の実験式及び日野（1963）16によるカルマン定数の減少

に関する理論式が簡易的に導入された拡張モデルである（山下ら, 2018）9。強い非

定常流れを伴う浮遊砂流への適用を想定する。 

 物理モデル 2：津波氾濫水密度に関する簡易評価モデル（松冨, 2019）10 

・ モデルの概要：津波氾濫流におけるフルード数と氾濫水密度の関係性を表わす評

価モデルである。本作業では、このモデルによって算出される氾濫水濃度を既存型

土砂移動モデルで従来使用される固定値の最大浮遊砂濃度と置き換えて、流況に

応じた可変型の最大浮遊砂濃度モデルへと拡張することを目的に試験的に実装す

る。 

 物理モデル 3： 混合流体モデル 

・ 支配方程式系： 混合流体の平面二次元非線形浅水方程式系（Cao et al.,2004）17、

土砂移動に関する方程式系（高橋ら, 1999）6 

・ 数値スキーム： 上記津波解析コード及び既存型土砂移動解析コードと同様 

・ モデルの概要： Cao et al. (2004)17 の混合流体に対する非線形浅水理論式及び高

橋ら(1999) 6 の土砂移動モデルを連成した流体計算モデルである（山下, 2020）11。

本モデルは、土砂移動に伴う海水密度の変化及び運動量輸送の効果が既存型土

砂移動モデル STM ver.1 に追加され、流体－土砂移動における相互干渉が考慮さ

れると期待される。 

 物理モデル 4：泥及びシルト性堆積物に関する移流拡散モデル 

・ 支配方程式：移流拡散方程式、泥・シルト性堆積物の巻上速度式（村上ら, 1989）12 

                                                   
15藤井直樹, 大森政則, 高尾誠, 金山進, 大谷英夫: 津波による海底地形変化に関する研究, 海岸工学論文集, 
第 45 巻, pp.376-380, 1998. 
16日野幹雄: 個体粒子を浮遊した流れの乱流構造の変化, 土木学会論文集, 第 92 号, pp.11-22, 1963. 
17 Cao, Z., Pender, G., Wallis, S., and Carling, P.: Computational dam-break hydraulics over erodible sediment bed, 
Journal of Hydraulic Engineering, 130(7), pp.689-703, 2004. 
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・ モデルの概要：泥・シルト性堆積物の侵食（巻上げ）・移流・拡散・堆積（沈降）の時

間発展を解析する。 
*飽和浮遊砂濃度 Cs とは浮遊砂濃度 C との関係から底面からの土砂の巻上量を制限する濃度であり、C 
≧ Cs の条件下では巻上は生じない。一方、最大浮遊砂濃度 Cmax とは浮遊砂濃度 C の上限を規定する

濃度であり、Cmax を超えるＣを許容せず、余剰土砂は強制的に堆積するようにモデル内では扱う。両者の

取扱については Yamashita et al.(2016)18 が参考の一例になる。 

 

 要件 

① SANNAMI (+TUNAMI) に STM ver.1 を組み込んだ SANNAMI (+TUNAMI-STM 

ver.1) を構築して、動作検証を行い、結果を整理・図示すること。 

② SANNAMI (+TUNAMI) に STM ver.2 を組み込んだ SANNAMI (+TUNAMI-STM 

ver.2) を構築して、動作検証を行ない、結果を整理・図示すること。ここでは、前述した物

理モデル 1 から 4 のそれぞれ単体を考慮する 4 ケースと、物理モデル 1 から 3 を同時に

考慮する 1 ケースの計 5 ケースについて動作検証を行う。 

③ SANNAMI (+TUNAMI-STM ver.1) 及び SANNAMI (+TUNAMI-STM ver.2) は MPI

並列計算に対応できること。 

④ SANNAMI (+TUNAMI-STM ver.1) 及び SANNAMI (+TUNAMI-STM ver.2) の動作

検証では、規制庁担当者が指定する解析条件のもと、同担当者が指定する数値データ

等との比較により行う。動作検証結果として成果報告書に含める図面は表 5 及び表 6 の

とおりとする。 

⑤ SANNAMI (+TUNAMI-STM ver.2) における拡張機能のオンオフ機能を有すること。 

 
表 5 成果報告書に含める SANNAMI (+TUNAMI-STM ver.1)動作検証の図面リスト 

No. 作図内容 解析条件

数 

作図枚数 

1 最高水位分布 1 2 枚（提供データ・モデル結果） 

2 最大濃度分布 1 2 枚（提供データ・モデル結果） 

3 津波収束後の地形変化量 1 2 枚（提供データ・モデル結果） 

4 2 地点程度の時系列（水位・

地形・流速）の比較図 

1 2 枚 

5 2 地点程度の時系列（水位・

浮遊砂濃度・飽和浮遊砂濃

度）の比較図 

1 2 枚 

                                                   
18 Yamashita, K., Sugawara, D., Takahashi, T., Imamura, F., Saito Y, Imato Y, Kai T, Uehara T, Kato T, Nakata K, 
Saka R, Nishikawa, A.: Numerical simulations of large‐scale sediment transport caused by the 2011 Tohoku 
Earthquake Tsunami in Hirota Bay, Southern Sanriku Coast, Coastal Engineering Journal, 58(4), 1640015, 2016. 
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表 6 成果報告書に含める SANNAMI (+TUNAMI-STM ver.2)動作検証の図面リスト 

No. 作図内容 解析条件数 作図枚数 

1 最高水位分布 1 10 枚（物理モデルに関する計 5 ケース

の検証用データと解析結果の比較） 

2 最大濃度分布 1 10 枚（物理モデルに関する計 5 ケース

の検証用データと解析結果の比較） 

3 津波収束後の地形変化量 1 10 枚（物理モデルに関する計 5 ケース

の検証用データと解析結果の比較） 

4 2 地点程度の時系列（水位・地

形・流速）の比較図 

1 10 枚（地点数 2×物理モデルに関する

計 5 ケース） 

5 2 地点程度の時系列（水位・浮

遊砂濃度・飽和浮遊砂濃度）の

比較図 

1 10 枚（地点数 2×物理モデルに関する

計 5 ケース） 

 

３．４ シナリオ波源を用いた土砂移動解析の実施及び結果整理 

1611 年慶長三陸地震津波の波源推定のため津波・土砂移動のマルチシナリオ解析を実施して、

結果を整理・図示する。解析条件、解析環境及び要件は以下のとおりである。 

 

 解析条件 

・ 解析対象：津波の発生・伝播・遡上及び沿岸土砂移動 

・ 波源モデル：「３．１」で作成したシナリオ波源 190 通り程度 

・ 解析領域：「３．２」の地形データに基づく（波源域～遡上域を対象。遡上域は計 5 地域） 

・ 積分時間：地震発生から 6 時間 

・ 空間解像度 x：810m, 270m, 90m, 30m 及び 10m（5 階層、3：1 接続） 

・ 時間解像度 t：10m メッシュ領域で、 t = 0.05s とする 

・ Manning の粗度係数：「３．２」の地目データに基づく 

・ 土砂供給源：「３．２」の地目データに基づく 

・ 粒径：1 種類（粒径値については規制庁担当者と協議の上決定するものとする。） 

・ 流砂量式における粒径依存パラメタ：高橋ら(2011)に基づく 

・ 潮位：2 種類 

 以上を踏まえて、解析ケース数は、190（波源）×5（地域）×1（粒径）×2（潮位） = 1900 ケー

スとする。 
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 解析環境 

・ 解析環境（計算サーバ、スパコンシステム等）は受注者で用意すること。 

 

 要件 

① SANNAMI (+TUNAMI-STM ver.1)を利用して、合計約 1900 ケースのマルチシナリオ解

析を実施して、結果を整理すること。ただし、規制庁担当者が指定する 10 ケース程度（シ

ナリオ波源 2 ケース×5 地域）に関して、SANNAMI (+TUNAMI-STM ver.2)を使用した

解析も別途実施して、結果を整理すること。 

② 計算の安定性を確認すること。計算が発散するケースに関しては、規制庁担当者と協議

の上、発散原因を調査し、改善を検討すること。 

③ 810m 及び 270m メッシュ領域における津波の伝播計算結果を整理して、東日本～北海

道にわたる海岸線の津波高、海岸線標高及び津波堆積物調査地点の標高を比較した

分布図を作図する。ここでは、波源シナリオ毎に計算結果を整理して、810mメッシュ領域

上で分布データを表示する。また、2 種類の潮位による津波高の計算結果を 1 枚の図に

含める。 

④ 土砂移動解析領域毎に、最高水位分布、最大流速分布、津波収束後の侵食深・堆積層

厚分布、最大侵食深分布、最大堆積層厚分布及び最大浮遊砂濃度分布を整理して図

示する。作図では、既存の津波堆積物情報を重ねて表示すること。 

⑤ 土砂移動解析領域毎に、海岸線付近の代表地点（1 地点/領域）及び津波堆積物の調査

地点での時系列結果（地形・水位・流速・浮遊砂濃度・飽和浮遊砂濃度）を図示すること。 

⑥ 土砂移動解析領域毎に、横軸に沿岸からの距離、縦軸に既存データの津波堆積物の

標高と計算水位を比較したプロット図を作図すること。計算水位については、2 種類の潮

位による結果を１つの図に併せてプロットすること。 

⑦ 土砂移動解析領域毎に、横軸に沿岸からの距離、縦軸に既存データの津波堆積物層

厚及び計算による津波収束後の堆積物層厚を比較して図示すること。計算による津波収

束後の堆積物層厚に関しては、モデルの不確かさを前提とした結果整理を行うこと。例

えば、数値計算と現地データの堆積物層厚の比較においては、津波堆積物の調査地点

に相当するメッシュの解析結果を現地データと直接比較するだけではなく、そのメッシュ

を含む半径 2～3 メッシュ分の堆積物層厚の平均値とする 2 パターン程度で結果を整理

して比較すること。また、2 種類の潮位による結果を１つの図に併せてプロットすること。 

⑧ 土砂移動解析領域毎に、陸上における堆積面積、浸水面積及び堆積面積/浸水面積比

を算出して、波源シナリオと対応づけたリストを作成すること。ここでは、計算による最小

層厚として 5mm または 1cm の 2 種類の閾値を設けた整理を行ない、津波収束後の堆

積層厚及び最大堆積層厚のそれぞれで整理する他、2 種類の潮位による結果を 1 つの
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リストに併せて表示すること。 

⑨ 規制庁担当者が指定する 5 ケース程度について、津波・土砂移動に関するアニメーショ

ン動画を作成すること。 

⑩ マルチシナリオ解析による出力結果のデータフォーマットは規制庁担当者が指定する仕

様とする。 

⑪ 要件③～⑧に記した成果の図表については、表 7 に示す内容を成果報告書に含めて、

それ以外は成果物（電子データ）に含めるようにすること。 

⑫ 原則、使用する解析環境のスペックと併せて、規制庁担当者が指定する解析条件 1 ケー

スに対する並列性能を整理・図示して成果物（電子データ）に含めること。 

 
表 7 成果報告書に含める図面リスト 

No. 作図内容 波源数 地域数 作図枚数 

1 要件③に関して、津波高、海岸線

標高及び津波堆積物調査地点の

標高を 810m メッシュ領域に落とし

込む。 

全シナリ

オ ( 約

190 通り) 

1 約 190 枚（波源シナリオ毎

に、810m メッシュ領域に比

較結果を落とし込む） 

2 要件④に関する最高水位の空間

分布図 

4 5 20 枚（波源シナリオ 4 つ×

地域数 5 つ） 

3 要件④に関する最大濃度の空間

分布図 

4 5 20 枚（波源シナリオ 4 つ×

地域数 5 つ） 

4 要件④に関する津波収束後の地

形変化量の空間分布図 

4 5 40 枚（波源シナリオ 4 つ×

地域数 5 つ×潮位 2 種類） 

5 要件⑤に関する時系列図（水位・

地形・流速） 

4 5 40 枚（波源数 4×地域数 5

×地点 2） 

6 要件⑤に関する時系列図（水位・

浮遊砂濃度・飽和浮遊砂濃度） 

4 5 40 枚（波源数 4×地域数 5

×地点 2） 

7 要件⑥に関する津波堆積物標高と

計算水位の比較図 

4 5 20 枚（波源数 4×地域数 5） 

8 要件⑦に関する津波堆積物層厚

の比較図 

4 5 20 枚（波源数 4×地域数 5） 

9 要件⑧に関して、波源シナリオ・堆

積面積・浸水面積・堆積面積/浸水

面積比のリスト。 

全シナリ

オ ( 約

190 通り) 

5 5 枚（地域毎に全シナリオを

比較した図を作成する） 
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３．５ 成果報告書の作成 
上記３．１～３．４について、成果報告書を作成する。仕様に定める図表、解析条件及び解析結

果を整理したものを含め、分かりやすくまとめること。また、図表等の作成に利用した生データも解

析結果として提出すること。提出する生データも含め成果報告書の作成に係る詳細については、

規制庁担当者と協議して決定するものとする。 
 

４． 実施場所 
受注者の作業場所とする。 

 

５． 実施期間 
契約締結日から令和４年２月１０日（木）１２時まで 

 
６． 提出書類及び納入品目 
 提出書類及び納入品目 提出部数 提出期日 

１ 実施計画書(注1) 1 
契約締結後速やかに提出し、規制庁の承

認を受けること。 
変更時は改訂版を速やかに提出すること 

２ 下請負届 1 
契約締結後速やかに 
該当しない場合は省略できる。 

３ 
情報セキュリティに関する書面 
(注2) 

1 契約締結後速やかに 

４ 成果報告書 (注3) 
4（電子媒体） 
1（紙媒体） 

令和４年２月１０日（木）１２時 
（ただし、業務実施期間終了の7日前まで

に成果報告書案の電子媒体1部を提出す

ること。） 

５ 
成果物（成果報告書電子媒体

（Word、Excel）、解析結果、調

査結果、参考資料等） 
1 納入時 

６ 情報セキュリティ対策報告書 1 納入時 

７ 完了届 1 納入時 

注1） 実施計画書の要求事項は８．によるものとする。 
注2） 情報セキュリティに関する書面の要求事項は１１．によるものとする。 
注3） 成果報告書の電子媒体には、報告書のPDFデータのみを格納すること。なお、報

告書の表紙等については規制庁が指定するフォーマットで提出すること。 
 

７． 納入場所 
原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループ 

地震・津波研究部門 

東京都港区六本木１－９－９ 六本木ファーストビル１５階 
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８． 実施計画書 

実施計画書には最小限、以下の内容を記載すること。 

 （１）実施内容 

実施項目ごとに過不足なく計画を立案し、「作業の流れ」を示すこと。 

 （２）実施体制 

本作業を統括する実施責任者と、業務管理及び技術管理の体制を明示した実施体制図を

示すこと。ただし、「業務管理責任者」と「技術管理責任者」の兼務を行ってはならない。 

・ 実施責任者は本作業の遂行にあたり十分な実務能力及びマネジメント能力を有し、本作

業を統括する立場にある者とすること。 

・ 実施体制には必ず本件に精通した経験豊富なスタッフを含めること。また、２人以上の直

接の担当者を定め、一方が出張などの時にも支障なく業務が遂行できるようにすること。 

・ あらかじめ下請負者が決まっている場合は、下請負者名及びその発注業務内容を含めて

記載すること。ただし、金５０万円未満の下請負業務、印刷費、会場借料、翻訳費及びそ

の他これに類するものを除く。 

 （３）実施責任者 

 （a）発注者側：原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループ安全技術管

理官（地震・津波担当） 

 （b）受注者側：本作業を統括する実施責任者の役職、氏名を実施体制図に明示すること。 

 （４）品質管理体制 

社内の品質管理体制図及びその説明を示すこと。その中では、品質管理部門と本作業の

実施部門とが独立していることを明示すること。また、本作業にかかわる品質管理の具体的な

方法（本作業に関する具体的なチェック項目及びチェックの方法等）を示すこと。 

 （５）担当者の技術能力 

業務に従事する者の技術能力を明確にすること。 

 （６）工程管理 

実施項目ごとに無理のない計画を立て、実施工程表を示すこと。 

 

９．  無償貸与品等 
・ プレート境界に関する 3D プレートモデルのデータセット 

・ Manshinha and Smylie (1971)4  に基づく弾性変形理論に、Tanioka and Satake (1996)5  

による地殻水平移動成分を考慮した地殻変動計算コード（言語：FORTRAN） 

・ 津波解析コード SANNAMI(+TUNAMI)（津波解析用ツール、言語：FORTRAN）） 

・ 既存型土砂移動解析コード STM ver.1（言語：FORTRAN） 

・ 拡張型土砂移動解析コード STM ver.2 のサブルーチン群（言語：FORTRAN） 

・ その他本作業に関連する解析データ作成に必要な資料 
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なお、無償貸与品は、本作業終了後速やかに返却するものとする。 

 

１０． 検収条件 

本仕様書に記載の内容を満足し、６．に記載の提出書類及び納入品目が全て提出されて

いることが確認されたことをもって検収とする。 

 

１１． 情報セキュリティの確保 

受注者（請負者） は、以下の点に留意して情報セキュリティを確保するものとする。 

（１）受注者は、請負業務の開始時に、請負業務に係る情報セキュリティ対策とその実施方法及び

管理体制について規制庁担当者に書面で提出すること。 

（２）受注者は、規制庁担当者から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密性を格付

けに応じて適切に取り扱うための措置を講じること。 

（３）また、本業務において受託者が作成する情報については、規制庁担当者からの指示に応じて

適切に取り扱うこと。 

（４）受注者は、原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策の履

行が不十分と見なされるとき又は受注者において請負業務に係る情報セキュリティ事故が発

生したときは、必要に応じて規制庁担当者の行う情報セキュリティ対策に関する監査を受け入

れること。 

（５）受注者は、規制庁担当者から提供された要機密情報が業務終了等により不要になった場合

には、確実に返却し又は廃棄すること。 

また、請負業務において受注者が作成した情報についても、規制庁担当者からの指示に

応じて適切に廃棄すること。 

（６）受注者は、本業務の終了時に、業務で実施した情報セキュリティ対策を報告すること。 

（参考）原子力規制委員会情報セキュリティポリシー 

https://www.nsr.go.jp/data/000129977.pdf  

 

１２． その他 

（１） 受注者は、本仕様書に疑義が生じたとき、本仕様書により難い事由が生じたとき、あるいは本

仕様書に記載のない細部については、規制庁担当者と速やかに協議し、その指示に従うこと。 

（２） 作業実施者は、規制庁担当者と日本語で円滑なコミュニケーションが可能で、かつ良好な関

係が保てること。 

（３） 業務上不明な事項が生じた場合は、規制庁担当者に確認の上、その指示に従うこと。 

（４） 常に、規制庁担当者との緊密な連絡・協力関係の保持及び十分な支援を提供すること。 

（５） 本調達において納品される成果物の著作権は、検収合格が完了した時点で、規制庁に移転
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17 
 

する。受注者は、成果物の作成に当たり、第三者の工業所有権又はノウハウを実施・使用する

ときは、その実施・使用に対する一切の責任を負う。 

（６） 成果物納入後に受注者の責めによる不備が発見された場合には、受注者は、無償で速やか

に必要な措置を講ずること。 
 

（以上） 
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入札適合条件 

 
令和３年度 特性化波源モデルによるシナリオ波源を用いた土砂移動解析を実施するに

あたり、以下の条件を満たすこと。 
 

（１） 令和０１・０２・０３年度（平成３１・３２・３３年度）環境省競争参加資格（全

省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされてい

る者であること。 
 
（２） 担当者が、原子力規制委員会原子力規制庁の担当職員と日本語による意思の疎通が

できること。 
 
（３） 実施責任者が所属する組織･部門が一般財団法人 日本情報経済社会推進協会または

海外の認定機関により認定された審査登録機関により情報セキュリティマネジメン

トシステム（ISMS）の認証を受けていること。認証を受けていない場合には、原子

力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策の履行が

確保されていること。 
 

（４）本作業の遂行に際して、以下に該当しないことを明記すること。 
(a) 原子炉等規制法の規制対象となる者（原子炉設置者、原子力に係る加工、貯蔵、再処

理及び廃棄の事業者並びに保安規定を定める核燃料物質使用者）（ただし、原子力規

制委員会が一部共管する独立行政法人が受注者となり、共管範囲の業務を行う場合

は除く） 
(b) 原子炉等規制法の許認可対象となる設備の開発、設計及び製造に関わる事業者 
(c) (a)及び(b) 者の子会社（親会社の出資比率が 50％を超える被支配会社）又は団体（運

営費の過半を得ている団体又は構成員の過半数が(a)及び(b)の者である団体） 
(d) 同時期に同一内容の業務を(a)から(c)の者から受注した者（ただし、原子力規制委員

会が一部共管する独立行政法人が受注者となり、共管範囲の業務を行う場合におい

て、当該業務を行う部門と別の部門が同一内容の業務を(a)から(c)の者から受注する

場合は除く） 
 

（５）技術に関して、原子力規制庁が保有する津波伝播解析コード SANNAMI(+TUNAMI) 
又は同種の津波伝播解析コードによる津波伝播解析の実施およびコードの改変をでき

る能力を示すこと。SANNAMI(+TUNAMI)は平面二次元場の非線形浅水方程式系を基

礎方程式系とする、Staggered 格子上に物理量を定義した Leapfrog 法により時間発展

計算を行う津波解析用FORTRAN プログラムである。なお、上記の実績を示す場合は、

添付資料に実績 1 件について下記の事項を記すこと。また、上記の能力を有する技術

者が直接担当者となるよう、実施体制を確保できること。（下記（９）参照） 
① 作業名称ないしは発表件名（固有名称を除く） 
② 発注者の区分（国/地方公共団体/民間会社）または発表先（学会、機関紙等の名称） 
③ 実施年度 
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④ 作業概要（公開できる範囲に限る。） 
 
（６）技術に関して、高橋ら(1999)1による土砂移動解析コード、又は同種の土砂移動解析

コードによる土砂移動解析の実施およびコードの改変をできる能力を示すこと。高橋

ら(1999)による土砂移動解析コードは、平面二次元場を対象に掃流砂・浮遊砂層間の交

換砂量を考慮した漂砂解析用 FORTRAN プログラムである。なお、上記の実績を示す

場合は、添付資料に実績 1 件について下記の事項を記すこと。また、上記の能力を有す

る技術者が直接担当者となるよう、実施体制を確保できること。（下記（９）参照） 
① 作業名称ないしは発表件名（固有名称を除く） 
② 発注者の区分（国/地方公共団体/民間会社）または発表先（学会、機関紙等の名称） 
③ 実施年度 
④ 作業概要（公開できる範囲に限る。） 

 
（７）技術に関して、SANNAMI(+TUNAMI)又は同種の解析コードにおいて、MPI 並列化

によるコード実装の能力を示すこと。なお、これらを実績で示す場合は、添付資料に実

績 1 件について下記の事項を記すこと。また、上記の能力を有する技術者が直接担当

者となるよう、実施体制を確保できること。（下記（９）参照） 
① 作業名称ないしは発表件名（固有名称を除く） 
② 発注者の区分（国/地方公共団体/民間会社）または発表先（学会、機関紙等の名称） 
③ 実施年度 
④ 作業概要（公開できる範囲に限る。） 

 
（８）作業内容に関して、下記の事項を記した資料を添付すること。 

(a) 納期内の作業配分に無理のない作業スケジュールを立て、示すこと。 
(b) 実施項目ごとに過不足なく計画を立案し、「作業の流れ」を示すこと。 
(c) 実施項目ごとに、付表-1 に示す各技術者区分に該当する担当者の作業量（人日数）

を、その算出根拠とともに示すこと。ただし、担当者は付表-1 に示すいずれかの技術

者区分に必ず該当するものとする。 
(d) 各担当者の月別作業量（人日数）を示すこと。 

 
（９）実施体制に関して、下記の事項を記した資料を添付すること。 

(a) 本作業を統括する実施責任者と、業務管理及び技術管理の体制を示すこと。ただし、

「業務管理責任者」と「技術管理責任者」の兼務を行ってはならない。なお、体制にお

いて実務作業を担当する者の実名は記載せず、記号で示すこと。上記（５）～（７）で

求める「能力を有する技術者」、並びに「担当者」もこの記号で示すこと。 
(b) 本作業の実施に必要な各担当者の役割及び略歴を示すこと。略歴は、最終学歴（注

１）、卒業年度、入社年度及び実務経験（特に本作業に関連する実務の経験）（注２）等

について具体的に記載すること。なお、役割及び略歴では、各担当者の実名は記載せず、

上記(a)の記号で示すこと。 
(注１)  高校、専門学校、大学、修士、博士の別を記載し、学校名を記載する必要は

                                                   
1高橋智幸, 首藤伸夫, 今村文彦, 浅井大輔: 掃流砂層・浮遊砂層間の交換砂量を考慮した津波移動床モデ

ルの開発, 海岸工学論文集, 第 46 巻, pp.606-610, 1999. 
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ない。ただし、工学部、理学部、経済学部などの専攻を併記のこと。 
(注２)  作業件名（固有名詞は除く）、受注年度、受注者の区別（国/地方公共団体/
民間会社）及び当該作業における役割について記載すること。なお、役割につい

ては、プロジェクトマネージャー、システム設計、プログラム作成、解析コード

実行（コード名を記載すること）等のように具体的な内容を記載すること。 
(c) 社内の品質保証体制図及びその説明を示すこと。その中では、品質保証部門と本作業

の実施部門とが独立していることを明確に示すこと。また、本作業にかかわる品質管理

の具体的な方法（本作業に関する具体的なチェック項目及びチェックの方法等）を示す

こと。 
 
 本件の入札に参加しようとするものは、上記の（１）から（９）までの条件を満たすこと

を証明するために、様式１及び様式２の適合証明書等を原子力規制委員会原子力規制庁に

提出し、原子力規制庁長官官房技術基盤グループ地震・津波研究部門が行う適合審査に合格

する必要がある。 
なお、適合証明書等（添付資料を含む。）は、正１部を提出すること。 
また、適合証明書を作成するに際して質問等を行う必要がある場合には令和３年７月２

０日（火）１２時までに文書（ＦＡＸも可）で、下記の原子力規制庁長官官房技術基盤グル

ープ地震・津波研究部門に提出すること。 
 

適合証明書等提出先： 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループ技術基盤課契約係 

〒106-8450 東京都港区六本木１－９－９ 六本木ファーストビル１６階 

ＴＥＬ：０３―５１１４―２２２２ 

ＦＡＸ：０３―５１１４―２２３２ 

 

質問提出先： 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループ 

地震・津波研究部門 

〒106-8450 東京都港区六本木１－９－９ 六本木ファーストビル１５階 

担 当：山下 啓 
ＴＥＬ：０３―５１１４―２２２６ 

ＦＡＸ：０３―５１１４―２２３６ 

 

付表-1 技術者の適用業務区分 

技術者区分 適用業務 適用業務 

区分 A 

1. 極めて高度な体系的・理論的専門知識と実務経験を有し、広範囲

に亘る業務の統括、調整を行う職務（部長、プロジェクトマネー

ジャー相当職） 

2. 極めて高度な体系的・理論的専門知識と実務経験に基づき、特に

重要な業務を自ら担当し、もしくは下位者を指導し実施する。 

区分 B 

高度な専門知識と実務経験を有し、上位者の概括的な指示により、よ

り複雑、困難な業務を独立して遂行し、若しくは下位者を指導し実施

する。 
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区分 C 
固有の専門知識と実務経験を有し、上位者の指示の下に独立して業務

を遂行する。 
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（様式１） 

 
令和  年  月  日 

 
 
支出負担行為担当官 
原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 
 

所 在 地 
 
商 号 又 は 名 称 
 
代表者役職・氏名 

 
 
「令和３年度 特性化波源モデルによるシナリオ波源を用いた土砂移動解析」の入札に

関し、応札者の条件を満たしていることを証明するため、適合証明書を提出します。 
なお、落札した場合は、仕様書に従い、万全を期して業務を行いますが、万一不測の事態

が生じた場合は、原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官の指示の下、全社を挙げて

直ちに対応します。 
 
  

担当者等連絡先 
部 署 名： 
責任者名： 
担当者名： 
Ｔ Ｅ Ｌ： 
Ｆ Ａ Ｘ： 
Ｅ-mail ： 
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（様式２） 
 

適合証明書 
件名：令和３年度 特性化波源モデルによるシナリオ波源を用いた土砂移動解析 
 
商号又は名称： 

条  件 回 答 
(○or×) 

資料 
No. 

（１） 令和０１・０２・０３年度（平成３１・３２・３３年度）環境省競争

参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」

の等級に格付けされている者であること。 
 
（２） 担当者が、原子力規制委員会原子力規制庁の担当職員と日本語によ

る意思の疎通ができること。 
 
（３） 実施責任者が所属する組織･部門が一般財団法人 日本情報経済社会

推進協会または海外の認定機関により認定された審査登録機関によ

り情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の認証を受けて

いること。認証を受けていない場合には、原子力規制委員会情報セキ

ュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策の履行が確保さ

れていること。 
 
（４）本作業の遂行に際して、以下に該当しないことを明記すること。 

(a) 原子炉等規制法の規制対象となる者（原子炉設置者、原子力に係る加

工、貯蔵、再処理及び廃棄の事業者並びに保安規定を定める核燃料物

質使用者）（ただし、原子力規制委員会が一部共管する独立行政法人

が受注者となり、共管範囲の業務を行う場合は除く） 
(b) 原子炉等規制法の許認可対象となる設備の開発、設計及び製造に関わ

る事業者 
(c) (a)及び(b) 者の子会社（親会社の出資比率が 50％を超える被支配会社）

又は団体（運営費の過半を得ている団体又は構成員の過半数が(a)及
び(b)の者である団体） 

(d) 同時期に同一内容の業務を(a)から(c)の者から受注した者（ただし、原

子力規制委員会が一部共管する独立行政法人が受注者となり、共管範

囲の業務を行う場合において、当該業務を行う部門と別の部門が同一

内容の業務を(a)から(c)の者から受注する場合は除く） 
 

（５）技術に関して、原子力規制庁が保有する津波伝播解析コード

SANNAMI(+TUNAMI) 又は同種の津波伝播解析コードによる津波伝

播解析の実施およびコードの改変をできる能力を示すこと。

SANNAMI(+TUNAMI)は平面二次元場の非線形浅水方程式系を基礎方

程式系とする、Staggered 格子上に物理量を定義した Leapfrog 法によ

り時間発展計算を行う津波解析用 FORTRAN プログラムである。なお、
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上記の実績を示す場合は、添付資料に実績 1 件について下記の事項を記

すこと。また、上記の能力を有する技術者が直接担当者となるよう、実

施体制を確保できること。（下記（９）参照） 
① 作業名称ないしは発表件名（固有名称を除く） 
② 発注者の区分（国/地方公共団体/民間会社）または発表先（学会、機関

紙等の名称） 
③ 実施年度 
④ 作業概要（公開できる範囲に限る。） 

 
（６）技術に関して、高橋ら(1999)1による土砂移動解析コード、又は同種の

土砂移動解析コードによる土砂移動解析の実施およびコードの改変を

できる能力を示すこと。高橋ら(1999)による土砂移動解析コードは、平

面二次元場を対象に掃流砂・浮遊砂層間の交換砂量を考慮した漂砂解析

用 FORTRAN プログラムである。なお、上記の実績を示す場合は、添

付資料に実績 1 件について下記の事項を記すこと。また、上記の能力を

有する技術者が直接担当者となるよう、実施体制を確保できること。（下

記（９）参照） 
① 作業名称ないしは発表件名（固有名称を除く） 
② 発注者の区分（国/地方公共団体/民間会社）または発表先（学会、機関

紙等の名称） 
③ 実施年度 
④ 作業概要（公開できる範囲に限る。） 

 
（７）技術に関して、SANNAMI(+TUNAMI)又は同種の解析コードにおい

て、MPI 並列化によるコード実装の能力を示すこと。なお、これらを実

績で示す場合は、添付資料に実績 1 件について下記の事項を記すこと。

また、上記の能力を有する技術者が直接担当者となるよう、実施体制を

確保できること。（下記（９）参照） 
① 作業名称ないしは発表件名（固有名称を除く） 
② 発注者の区分（国/地方公共団体/民間会社）または発表先（学会、機関

紙等の名称） 
③ 実施年度 
④ 作業概要（公開できる範囲に限る。） 

 
（８）作業内容に関して、下記の事項を記した資料を添付すること。 

(a) 納期内の作業配分に無理のない作業スケジュールを立て、示すこと。 
(b) 実施項目ごとに過不足なく計画を立案し、「作業の流れ」を示すこと。 
(c) 実施項目ごとに、付表-1 に示す各技術者区分に該当する担当者の作業

量（人日数）を、その算出根拠とともに示すこと。ただし、担当者は付

表-1 に示すいずれかの技術者区分に必ず該当するものとする。 
(d) 各担当者の月別作業量（人日数）を示すこと。 
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（９）実施体制に関して、下記の事項を記した資料を添付すること。 
(a) 本作業を統括する実施責任者と、業務管理及び技術管理の体制を示す

こと。ただし、「業務管理責任者」と「技術管理責任者」の兼務を行って

はならない。なお、体制において実務作業を担当する者の実名は記載せ

ず、記号で示すこと。上記（５）～（７）で求める「能力を有する技術

者」、並びに「担当者」もこの記号で示すこと。 
(b) 本作業の実施に必要な各担当者の役割及び略歴を示すこと。略歴は、

最終学歴（注１）、卒業年度、入社年度及び実務経験（特に本作業に関連

する実務の経験）（注２）等について具体的に記載すること。なお、役割

及び略歴では、各担当者の実名は記載せず、上記(a)の記号で示すこと。 
 

(注１) 高校、専門学校、大学、修士、博士の別を記載し、学校名を記載

する必要はない。ただし、工学部、理学部、経済学部などの専攻を併

記のこと。 
(注２) 作業件名（固有名詞は除く）、受注年度、受注者の区別（国/地方

公共団体/民間会社）及び当該作業における役割について記載するこ

と。なお、役割については、プロジェクトマネージャー、システム設

計、プログラム作成、解析コード実行（コード名を記載すること）等

のように具体的な内容を記載すること。 
(c) 社内の品質保証体制図及びその説明を示すこと。その中では、品質保

証部門と本作業の実施部門とが独立していることを明確に示すこと。ま

た、本作業にかかわる品質管理の具体的な方法（本作業に関する具体的

なチェック項目及びチェックの方法等）を示すこと。 
 
適合証明書に対する照会先 
所在地  ：（郵便番号も記載のこと） 
商号又は名称及び所属： 
担当者名 ： 
電話番号 ： 
FAX 番号 ： 
E-Mail  ： 
 
 

付表-1 技術者の適用業務区分 

技術者区分 適用業務 適用業務 

区分 A 

1. 極めて高度な体系的・理論的専門知識と実務経験を有し、広範囲

に亘る業務の統括、調整を行う職務（部長、プロジェクトマネー

ジャー相当職） 

2. 極めて高度な体系的・理論的専門知識と実務経験に基づき、特に

重要な業務を自ら担当し、もしくは下位者を指導し実施する。 

区分 B 

高度な専門知識と実務経験を有し、上位者の概括的な指示により、よ

り複雑、困難な業務を独立して遂行し、若しくは下位者を指導し実施

する。 

区分 C 
固有の専門知識と実務経験を有し、上位者の指示の下に独立して業務

を遂行する。 
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記載上の注意 

 

 

１．適合証明書の様式で要求している事項については、指定された箇所に記載す

ること。なお、回答欄には、条件を全て満たす場合は「○」、満たさない場合

は「×」を記載すること。 

 

２．内容を確認できる書類等を要求している場合は必ず添付した上で提出する

こと。なお、応札者が必要であると判断する場合については他の資料を添付す

ることができる。 

 

３．適合証明書の説明として別添資料を用いる場合は、当該項目の「資料 No.」

欄に資料番号を記載すること。 

その場合、提出する別添資料の該当部分をマーカー、丸囲み等により分かり

やすくすること。 

 

４．資料は、日本語（日本語以外の資料については日本語訳を添付）、Ａ４判（縦

置き、横書き）で提出するものとし、様式はここに定めるもの以外については

任意とする。 

 

５．適合証明書は、下図のようにまとめ提出すること。 

 

 

①項目ごとにインデックス等を付ける。 

②紙ファイル、クリップ等により、順序

よくまとめ綴じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 
 

1 
 

別

添

資

料 

 
適合証明書 
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（契約の目的）

第１条　乙は、別添の仕様書に基づき業務を行うものとする。

（契約金額）

第２条　金　　　　　　　　円

　（うち消費税額及び地方消費税額　　　　　円）とする。

（契約期間）

第３条　契約締結日から令和４年２月１０日までとする。

（契約保証金）

第４条　甲は、この契約の保証金を免除するものとする。

（一括委任又は一括下請負の禁止等）

（監　督）

（完了の通知）

第７条　乙は、役務全部が完了したときは、その旨を直ちに甲に通知しなければならない。

（検査の時期）

契　約　書 

（案） 

　支出負担行為担当官原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　名（以下「甲」とい
う。）と、　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、「令和3年度 特性
化波源モデルによるシナリオ波源を用いた土砂移動解析」について、次の条項（特記事項を含
む。）により契約を締結する。

第５条　乙は、役務等の全部若しくは大部分を一括して第三者に委任し、又は請負わせてはなら
　ない。ただし、甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

２　前項の消費税額及び地方消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法
　第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき算出した額である。

２　乙は、前項ただし書きに基づき第三者に委任し、又は請負わせる場合には、委任又は請負わ
　せた業務に伴う当該第三者（以下「下請負人」という。）の行為について、甲に対しすべての
　責任を負うものとする。本項に基づく乙の責任は本契約終了後も有効に存続する。

３　乙は、第１項ただし書きに基づき第三者に委任し、又は請負わせる場合には、乙がこの契約
　を遵守するために必要な事項について、下請負人と書面で約定しなければならない。また、乙
　は、甲から当該書面の写しの提出を求められたときは、遅滞なく、これを甲に提出しなければ
　ならない。

２  甲は、いつでも乙に対し契約上の義務の履行に関し報告を求めることができ、また必要があ
　る場合には、乙の事業所において契約上の義務の履行状況を調査することができる。

第６条　乙は、甲が定める監督職員の指示に従うとともに、その職務に協力しなければならな
　い。

第８条　甲は、前条の通知を受けた日から１０日以内にその役務行為の成果について検査をし、
　合格したうえで引渡し又は給付を受けるものとする。
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（天災その他不可抗力による損害）

（対価の支払）

（遅延利息）

（違約金）

（契約の解除等）

（契約不適合責任）

第１３条　甲は、乙が前条第１項各号のいずれかに該当するときは、催告を要さず本契約を直ち
　に解除することができる。この場合、甲は乙に対して契約金額その他これまでに履行された請
　負業務の対価及び費用を支払う義務を負わない。

第１４条　甲は、役務行為が完了した後でも役務行為の成果が種類、品質又は数量に関して本契
　約の内容に適合しない（以下、「契約不適合」という。）ときは、乙に対して相当の期間を定
　めて催告し、その契約不適合の補修、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を
　させることができる。
２　前項の規定により種類又は品質に関する契約不適合に関し履行の追完を請求するにはその契
　約不適合の事実を知った時から１年以内に乙に通知することを要する。ただし、乙が、役務行
　為の成果を甲に引き渡した時において、その契約不適合を知り、又は重大な過失によって知ら
　なかったときは、この限りでない。

（３）乙が正当な事由なく解約を申出たとき　契約金額の１００分の１０に相当する額

（４）甲が本契約締結後に保全を要するとして指定した情報（以下「保全情報」という。）が乙
　　の責に帰すべき事由により甲又は乙以外の者（乙の親会社、地域統括会社等を含む。以下同
　　じ。ただし、第１６条第１項の規定により甲が個別に許可した者を除く。）に漏洩したとき
　　  契約金額の１００分の１０に相当する額
（５）本契約の履行に関し、乙又はその使用人等に不正の行為があったとき　契約金額の１００
　　分の１０に相当する額

（６）前各号に定めるもののほか、乙が本契約の規定に違反したとき　契約金額の１００分の１
　　０に相当する額

（１）乙が天災その他不可抗力の原因によらないで、完了期限までに本契約の契約仕様書に基づ
　　き納品される納入物（以下「納入物」という。）の引渡しを終わらないとき　延引日数１日
　　につき契約金額の１，０００分の１に相当する額

（２）乙が天災その他不可抗力の原因によらないで、完了期限までに納入物の引渡しが終わる見
　　込みがないと甲が認めたとき　契約金額の１００分の１０に相当する額

第９条　前条の引渡し又は給付前に、天災その他不可抗力により損害が生じたときは、乙の負担
　とする。

第１０条　甲は、業務完了後、乙から適法な支払請求書を受理した日から３０日（以下「約定期
　間」という。）以内に対価を支払わなければならない。

第１１条　甲が前条の約定期間内に対価を支払わない場合には、遅延利息として約定期間満了の
　日の翌日から支払をする日までの日数に応じ、当該未払金額に対し財務大臣が決定する率を乗
　じて計算した金額を支払うものとする。

第１２条　乙が次の各号のいずれかに該当するときは、甲は、違約金として次の各号に定める額
　を徴収することができる。

２　乙が前項の違約金を甲の指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を経過した日
　から支払いをする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した額の遅延利息を甲に
　支払わなければならない。

２　甲は、前項の規定により本契約を解除した場合において、契約金額の全部又は一部を乙に支
　払っているときは、その全部又は一部を期限を定めて返還させることができる。
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（損害賠償）

（保全情報の取扱い）

（秘密の保持）

２　乙は、本契約終了後においても前項の責任を負うものとする。

（権利義務の譲渡等）

第１７条　前条に定めるほか、乙は、本契約による作業の一切について秘密の保持に留意し、漏
　えい防止の責任を負うものとする。

第１５条　甲は、契約不適合の履行の追完、対価の減額、違約金の徴収、契約の解除をしても、
　なお損害賠償の請求をすることができる。

第１６条　乙は、保全情報を乙以外の者に提供してはならない。ただし、甲が個別に許可した場
  合はこの限りでない。

２　乙は、契約履行完了の際、保全情報を甲が指示する方法により、返却又は削除しなくてはな
　らない。

３　乙は、保全情報が乙以外の者（ただし、第１項の規定により甲が個別に許可した者を除
　く。）に漏洩した疑いが生じた場合には、契約履行中であるか、契約履行後であるかを問わ
　ず、甲に連絡するものとする。また、甲が指定した情報の漏洩に関する甲の調査に対して、契
　約履行中であるか、契約履行後であるかを問わず、協力するものとする。

３　乙が第１項の期間内に履行の追完をしないときは、甲は、乙の負担において第三者に履行の
　追完をさせ、又は契約不適合の程度に応じて乙に対する対価の減額を請求することができる。
　ただし、履行の追完が不能であるとき、乙が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したと
　き、本契約の履行期限内に履行の追完がなされず本契約の目的を達することができないとき、
　そのほか甲が第１項の催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき
　は、甲は、乙に対し、第１項の催告をすることなく、乙の負担において直ちに第三者に履行の
　追完をさせ、又は対価の減額を請求することができる。

２　甲は、前項によって種類又は品質に関する契約不適合を理由とする損害の賠償を請求する場
　合、その契約不適合を知った時から１年以内に乙に通知することを要するものとする。

第１８条　乙は、本契約によって生じる権利の全部又は一部を甲の承諾を得ずに、第三者に譲渡
　し、又は承継させてはならない。ただし、信用保証協会、資産の流動化に関する法律（平成１
　０年法律第１０５号）第２条第３項に規定する特定目的会社又は中小企業信用保険法施行令
　（昭和２５年政令第３５０号）第１条の３に規定する金融機関に対して債権を譲渡する場合に
　あっては、この限りでない。

２　乙が本契約により行うこととされたすべての給付を完了する前に、前項ただし書に基づいて
　債権の譲渡を行い、甲に対して民法（明治２９年法律第８９号）第４６７条又は動産及び債権
　の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成１０年法律第１０４号。以下「債
　権譲渡特例法」という。）第４条第２項に規定する通知又は承諾の依頼を行った場合、甲は次
　の各号に掲げる事項を主張する権利を保留し又は次の各号に掲げる異議を留めるものとする。
　また、乙から債権を譲り受けた者（以下「譲受人」という。）が甲に対して債権譲渡特例法第
　４条第２項に規定する通知若しくは民法第４６７条又は債権譲渡特例法第４条第２項に規定す
　る承諾の依頼を行った場合についても同様とする。
（１）甲は、承諾の時において本契約上乙に対して有する一切の抗弁について保留すること。

（２）譲受人は、譲渡対象債権を前項ただし書に掲げる者以外への譲渡又はこれへの質権の設定
　　その他債権の帰属並びに行使を害すべきことを行わないこと。

（３）甲は、乙による債権譲渡後も、乙との協議のみにより、納地の変更、契約金額の変更その
　　他契約内容の変更を行うことがあり、この場合、譲受人は異議を申し立てないものとし、当
　　該契約の変更により、譲渡対象債権の内容に影響が及ぶ場合の対応については、もっぱら乙
　　と譲受人の間の協議により決定されなければならないこと。
３　第１項ただし書に基づいて乙が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、甲が行う弁済
　の効力は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第４２条の２の規定に基づき、
　甲が同令第１条第３号に規定するセンター支出官に対して支出の決定の通知を行ったときに生
　ずるものとする。
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（著作権等の帰属・使用）

（個人情報の取扱い）

（資料等の管理）

（契約の公表）

（紛争の解決方法）

（１）甲から預託を受けた個人情報を第三者（第５条第２項に定める下請負人を含む。）に預託
　　若しくは提供し、又はその内容を知らせること。

（２）甲から預託を受けた個人情報について、この契約の目的の範囲を超えて使用し、複製し、
　　又は改変すること。

第２２条　乙は、本契約の名称、契約金額並びに乙の商号又は名称及び住所等が公表されること
　に同意するものとする。

第２３条　本契約の目的の一部、納期その他一切の事項については、甲と乙との協議により、何
　時でも変更することができるものとする。

２　前項のほか、 本契約条項について疑義があるとき又は本契約条項に定めてない事項につい
　ては、甲と乙との協議により決定するものとする。

３　乙は、甲から預託を受けた個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他の個人情報の適切な
　管理のために必要な措置を講じなければならない。

４　甲は、必要があると認めるときは、所属の職員に、乙の事務所、事業場等において、甲が預
　託した個人情報の管理が適切に行われているか等について調査をさせ、乙に対し必要な指示を
　させることができる。

５　乙は、甲から預託を受けた個人情報を、本契約終了後、又は解除後速やかに甲に返還するも
　のとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示によるものとする。

６　乙は、甲から預託を受けた個人情報について漏えい、滅失、き損、その他本条に係る違反等
　が発生したときは、甲に速やかに報告し、その指示に従わなければならない。

７　第１項及び第２項の規定については、本契約終了後、又は解除した後であっても、なおその
　効力を有するものとする。

２　乙は、納入物に関して著作者人格権を行使しないことに同意する。また、乙は、当該著作物
　の著作者が乙以外の者であるときは、当該著作者が著作者人格権を行使しないように必要な措
　置をとるものとする。

３　乙は、特許権その他第三者の権利の対象になっているものを使用するときは、その使用に関
　する一切の責任を負わなければならない。

２　乙は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に甲の承認を得た場合は、こ
　の限りでない。

第２１条　乙は、甲が貸出した資料等については、充分な注意を払い、紛失又は滅失しないよう
　万全の措置をとらなければならない。

第１９条　乙は、納入物に係る著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２７条及び第２
　８条の権利を含む。乙、乙以外の事業参加者及び第三者の権利の対象となっているものを除
　く。）を甲に無償で引き渡すものとし、その引渡しは、甲が乙から納入物の引渡しを受けたと
　きに行われたものとみなす。乙は、甲が求める場合には、譲渡証の作成等、譲渡を証する書面
　の作成に協力しなければならない。

第２０条　乙は、甲から預託を受けた個人情報（生存する個人に関する情報であって、当該情報
　に含まれる氏名、生年月日その他の記述又は個人別に付された番号、記号その他の符号により
　当該個人を識別できるもの（当該情報のみでは識別できないが、他の情報と容易に照合するこ
　とができ、それにより当該個人を識別できるものを含む。）をいう。以下同じ。）について
　は、善良なる管理者の注意をもって取り扱う義務を負うものとする。
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特記事項

【特記事項１】

（談合等の不正行為による契約の解除）

第１条　甲は、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。

イ　独占禁止法第４９条に規定する排除措置命令が確定したとき

ロ　独占禁止法第６２条第１項に規定する課徴金納付命令が確定したとき

（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出）

（１）独占禁止法第６１条第１項の排除措置命令書

（２）独占禁止法第６２条第１項の課徴金納付命令書

（３）独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の通知文書

（談合等の不正行為による損害の賠償）

２　前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。

【特記事項２】

（暴力団関与の属性要件に基づく契約解除）

（２）本契約に関し、乙の独占禁止法第８９条第１項又は第９５条第１項第１号に規定する刑が
　　確定したとき

（３）本契約に関し、乙（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治
　　４０年法律第４５号）第９６条の６又は第１９８条に規定する刑が確定したとき

３　第１項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、甲は、
　乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができる。この場
　合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払わなければならな
　い。

（１）本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第
　　５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為を
　　行ったことにより、次のイからハまでのいずれかに該当することとなったとき

第４条　甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本契約
　を解除することができる。

第２条　乙は、前条第１号イからハまでのいずれかに該当することとなったときは、速やかに、
　次の各号の文書のいずれかの写しを甲に提出しなければならない。

第３条　乙が、本契約に関し、第１条の各号のいずれかに該当したときは、甲が本契約を解除す
　るか否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、
　乙は、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の
　１００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切
　り捨てた金額）を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。

４　第１項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の金額を超える場合
　において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げるものではな
　い。

５　乙が、第１項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないときは、乙
　は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算
　した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等
　　に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　　であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店
　　若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表

ハ　独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の通知が
　あったとき

- 45 -



（下請負契約等に関する契約解除）

（損害賠償）

４　前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。

（不当介入に関する通報・報告）

第５条　乙は、本契約に関する下請負人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、すべての下
　請負人を含む。）及び再委任者（再委任以降のすべての受任者を含む。）並びに自己、下請負
　人又は再委任者が当該契約に関連して第三者と何らかの個別契約を締結する場合の当該第三者
　をいう。以下同じ。）が解除対象者（前条に規定する要件に該当する者をいう。以下同じ。）
　であることが判明したときは、直ちに当該下請負人等との契約を解除し、又は下請負人等に対
　し解除対象者との契約を解除させるようにしなければならない。

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関
　　係を有しているとき

２　甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負人等の
　契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人等との契約
　を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講じないときは、本契
　約を解除することができる。

　　者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同
　　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える
　　目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接
　　的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

第７条　乙は、本契約に関して、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者等の
　反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた
　場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、速やかに不当介
　入の事実を甲に報告するとともに警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。

第６条　甲は、第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生
　じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。

２　乙は、甲が第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に 損害
　が生じたときは、その損害を賠償するものとする。

３　乙が、本契約に関し、前項の規定に該当したときは、甲が本契約を解除するか否かにかかわ
　らず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、契約金額
　（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１００分の１０に
　相当する金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を
　違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。

５　第２項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、甲は、
　乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができる。この場
　合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払わなければならな
　い。
６　第３項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の金額を超える場合
　において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げるものではな
　い。

７　乙が、第３項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないときは、乙
　は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算
　した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。
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　本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

甲   東京都港区六本木一丁目９番９号

支出負担行為担当官

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官　名

乙   
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※　以下、仕様書を添付
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